様式第１７（第４２条関係）（第一面から第三面まで）

	認定更新申請書

申請年月日　 　　　2024年　2月　27日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）                びじねすえんじにありんぐ
一般事業主の氏名又は名称                  ビジネスエンジニアリング株式会社
（ふりがな）                 はねだ まさかず
（法人の場合）代表者の氏名  　        羽田 雅一 印   
住所　〒100-0004 東京都千代田区大手町１丁目８番１号

法人番号　　9010001101119　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３２条第１項の認定の更新を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	経営計画「経営Vision 2026 改訂版」

	公表日
	2023年11月10日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社コーポレートサイトにて公開している経営計画「経営Vision 2026 改訂版」
【Webページ】https://www.b-en-g.co.jp/jp/ir/management_policy/vision.html
に掲示している下記の資料
【資料】https://www.b-en-g.co.jp/jp/ir/management_policy/vision/pdf/keiei_vision_2026c_1.pdf
のp2、p12-13、p15-19

	記載内容抜粋
	· 当社が目指す、2026年の姿を「製造業のビジネス変革を支える製品・サービスで、One & Only企業となる」と定めている。
· 上記のビジョンを実現するにあたり、変化する環境の中で当社が対応していくべき主要なテーマは「デジタル・トランスフォーメーション（DX）」「製造業のビジネスモデル変革」「グローバリゼーション」「持続可能な社会の実現（サステナビリティ）」の4つと認識している。
· また、当社の持つ独自の強みは「20年以上にわたる製造業のIT支援の実績」「自社プロダクトの製品企画・開発力」「顧客との信頼関係」「グローバル展開の実績」である。これらを最大限に活かしながら上述の「環境の変化」へ対応し、ビジョンを実現するための戦略の柱として以下の4つを定めた。
1. 「ものづくりデジタライゼーション」の拡大
2. 「変革のためのDX」の推進
3. グローバル支援の強化
4. サステナビリティへの貢献

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会にて承認



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	[1]経営計画「経営Vision 2026 改訂版」
[2]ビジネスエンジニアリング株式会社コーポレートサイト
[3]プレスリリース：「川口スプリング製作所、｢mcframe
SIGNAL CHAIN｣を組み込んだ自動塗装設備ラインを提供
し、製造メーカーの品質歩留まりを向上 ユーザーとIT
ベンダーの垣根を超えた「共創ビジネス」モデルでビジ
ネス変革を狙う」
[4] プレスリリース：「組織改正および人事異動に関するお知らせ」
[5] プレスリリース：「組織改正および人事異動に関するお知らせ」

	公表日
	[1]2023年11月10日
[2]2023年12月19日
[3]2021年5月26日
[4]2021年2月25日
[5]2023年2月24日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	[1]当社コーポレートサイトにて公開している経営計画「経営Vision 2026 改訂版」
【Webページ】https://www.b-en-g.co.jp/jp/ir/management_policy/vision.html
に掲示している下記の資料
【資料】https://www.b-en-g.co.jp/jp/ir/management_policy/vision/pdf/keiei_vision_2026c_1.pdf
[2]当社コーポレートサイト「サステナビリティ」メニューの「B-EN-Gの取り組み > 社会」ページ
https://www.b-en-g.co.jp/jp/sustainability/initiatives/social.html
[3]2021年5月26日プレスリリース
https://www.b-en-g.co.jp/jp/news/2021-05-26-news.html
[4]2021年2月25日プレスリリース
https://www.b-en-g.co.jp/jp/news/pdf/B-EN-G_Release_20210225.pdf
[5]2023年2月24日プレスリリース
https://www.b-en-g.co.jp/jp/news/pdf/news230224.pdf

	記載内容抜粋
	[1]当社コーポレートサイトにて公開している経営計画「経
営Vision 2026 改訂版」（P.17～P.20）
「経営Vision 2026」の実現に向けては、当社の既存ビジネスを安定的に遂行しながら、新しい領域へと継続的に進化していくことが必要である。各ビジネス領域における施策を以下のように策定している。
①「ものづくりデジタライゼーション」の拡大：
製造業の業務効率化を推進し「変革のためのDX」に転じるためのIT基盤づくりを支援する。SaaS型の製品やサービスの提供など、顧客の利便性に合わせて利用形態を選べる製品・サービスを提供し、お客様との継続的な関係から次のビジネスへと発展させるサイクル作りに力を入れる。
②「変革のためのDX」への推進：
製造業各社が新たなビジネスモデルを構築し、革新的なサービスを開発するための支援を提供する。また、自社においても既存ビジネスとは異なる新しい形のビジネスを創出していく。
③グローバル支援の強化：
日系製造業向けのグローバル展開支援をITの面から支援する。日本・海外拠点の両面からサポートを行い、製造業のグローバルSCMの発展に寄与する。
④サステナビリティへの貢献：
当社の強みを活かした社会課題解決への取り組みを通じて、持続可能な社会の実現に貢献する。また、社会課題解決と当社自身の事業継続を両輪で実現する新たなビジネスの創造を推進する。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会にて承認



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	1）人財育成の方針
[1]経営計画「経営Vision 2026 改訂版」
のp22「人材戦略」
[2]当社コーポレートサイト「サステナビリティ」メニューの「B-EN-Gの取り組み > 社会」ページにある「人財育成」の項目
2）組織体制および外部との協業
[3]経営計画「経営Vision 2026 改訂版」のp18「『変革のためのDX』の推進」における「ユーザー共創型ビジネス」を推進する外部との協業体制を、2021年5月26日付プレスリリースにて公表した。
[4]経営計画「経営Vision 2026 改訂版」のp18「『変革のためのDX』の推進」における「データセントリック型ビジネスの推進」を実現するための組織新設と改変を、2021年2月25日付プレスリリースで公表した。
[5]経営計画「経営Vision 2026 改訂版」のp17「『ものづくりデジタライゼーション』の拡大」における「SaaS型製品・サービスの強化」を実現するための組織新設を、2023年2月24日付プレスリリースで発表した。

	記載内容抜粋
	1）人財育成の方針
[1]、[2]次世代を担う人財を育成し、継続的に成長するための施策に取り組む。テーマと主な内容は以下の通りである。
· 人財育成：教育体制の整備、自己啓発支援、キャリア開発支援など（デジタル人財の育成も含む）
· 働きやすい職場づくり：心と身体の健康増進、コミュニケーション促進、ワークライフ・バランスの向上など
· ダイバーシティ：多様な働き方の実現、多様な人材の登用、人権の尊重など
2）組織体制および外部との協業
[3]、[4]「経営Vision 2026 改訂版」で示している4つの柱の施策を進めるため、以下の組織を新設した。
· 「変革のためのDX」における「データセントリック型ビジネスの推進」を担当する「DcXビジネス推進部」を2021年4月に新設した。
· 「①ものづくりデジタライゼーション」の拡大をさらに推進するため、SaaSビジネスに関わる部署を集約した「クラウドビジネス推進本部」を2023年4月に新設した。
[5]「ユーザー共創型ビジネスの推進」の事例として、当社製品のユーザー企業である川口スプリング製作所社が生産する自動塗装ラインに当社のシステムを組み込み、ITベンダーである当社とユーザー企業とが新たなビジネスモデルを共創した事例を発表した。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	経営計画「経営Vision 2026 改訂版」のp21「経営資源の配分」

	記載内容抜粋
	経営数値目標及び中長期的な資本効率の目標を達成するために、経営資源配分の最適化を図る。自社製品・サービスの利用価値向上、既存製品のSaaS化への変革対応、変革のためのDXに向けた新製品・新サービスの構築など、ソフトウェア・研究開発、および事業開発に重点投資する（35～45億円）。また、人財投資として、戦略に見合った教育・人財強化制度、従業員エンゲージメントの向上、多様な働き方に向けた制度の拡充などを図る（20～25億円）。ビジネス基盤への投資により、プロジェクト品質・商品品質の安定化、新たなビジネスを支える社内のデジタル化を進める（6～10億円）。
※カッコ内は2024-26年度における各施策の投資額の計画値。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	[1]経営計画「経営Vision 2026 改訂版」
[2]プレスリリース：「川口スプリング製作所、｢mcframe
SIGNAL CHAIN｣を組み込んだ自動塗装設備ラインを提供
し、製造メーカーの品質歩留まりを向上 ユーザーとIT
ベンダーの垣根を超えた「共創ビジネス」モデルでビジ
ネス変革を狙う」

	公表日
	[1]2023年11月10日
[2]2021年5月26日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	[1]当社コーポレートサイトにて公開している経営計画「経営Vision 2026 改訂版」
【Webページ】https://www.b-en-g.co.jp/jp/ir/management_policy/vision.html
に掲示している下記の資料
【資料】https://www.b-en-g.co.jp/jp/ir/management_policy/vision/pdf/keiei_vision_2026c_1.pdf
のp.23-24
[2]2021年5月26日プレスリリース
https://www.b-en-g.co.jp/jp/news/2021-05-26-news.html

	記載内容抜粋
	· 財務面の指標として、2026年度に売上高220億円・営業利益48億円・当期純利益32億円を達成することを目標とする。また、資本政策面においては、中長期的に10%を上回るROEを達成することを目標とすると共に、株主還元として、累進配当および配当性向35%以上を目指す。
· 「経営Vision 2026」で掲げている「変革のためのDX」を実現する共創ビジネスとして、株式会社川口スプリング社との共同ソリューション「KS-MICS」を2026年までに世界の製造業30社以上への新規導入を見込んでいる。
補足）2023年12月に作成し社内公表している「中期経営計画 B@27」において、以下の数値目標を設定している。
・2026年度に「業務効率化のためのDX」事業において、SaaSビジネスの利用料売上高5億円（年間）を達成する
・2026年度に「変革のためのDX」事業において、データ活用に関するビジネスでの売上高10億円を達成する



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	[1]2023年9月1日（株主通信発行日）
[2]2023年11月10日（経営計画説明動画公開日）
[3]2023年11月17日（IR情報配信サービスへの記事掲載日）

	発信方法
	[1]株主通信（第45期第2四半期）における、取締役社長による発信
https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS05266/51a6f81f/5891/445c/933a/379c58672767/20231219174444066s.pdf
のp2「TOPICS 経営Vision 2026の改訂について」
[2]2023年11月に発表した「経営Vision 2026 改訂版」の、経営トップによる内容説明の動画を自社ホームページに掲載
https://www.b-en-g.co.jp/jp/ir/management_policy/vision.html
[2]2023年11月に発表した「経営Vision 2026 改訂版」の、経営トップによる内容説明の動画を「東証IRムービースクエア」にて公開
https://www.youtube.com/watch?v=cebX2ag12Ig
[3]IR情報の配信サービス「ログミーファイナンス」において、代表取締役による経営計画の改訂版についての説明記事を公開
「【QAあり】ビジネスエンジニアリング、第2四半期決算は増収増益 中計利益目標を4年前倒しで達成し「経営Vision 2026」を改訂」
の中の
「B-EN-Gが目指す2026年の姿｜経営Vision 2026」
https://finance.logmi.jp/articles/378649#s25

	発信内容
	[1]四半期毎に発行している株主通信において、当社取締役社長より経営計画改訂版についての説明を実施。
[2]経営計画の改訂版について、当社取締役社長による説明を動画で公開している。
[3]IR情報の配信プラットフォームを利用して、当社取締役社長による経営計画の内容説明の動画および説明記事を公開している。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2024年1月

	実施内容
	「DX推進指標」による自己分析を実施している。
※2024年1月に「DX推進ポータル」より、自己診断結果を提出済。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2023年11月

	実施内容
	情報セキュリティポリシーを制定し、以下のような対策を含む情報セキュリティマネジメントシステムの継続的な改善を行っている。
· 組織的安全管理措置：全体の管理推進組織としての情報セキュリティ委員会を設置。安全管理措置等の実施主体である各部門やプロジェクトは、情報セキュリティに関する担当分野の責任と権限を持つ。専門ベンダーや日本シーサート協議会など外部機関と連携を図っている。
· 人的安全管理措置：当社ルールに関する定期教育と確認書の提出を実施。攻撃メールなどのインシデント対応訓練も実施。
· 物理的安全管理措置：使用する施設のゾーニングと入室制限／記録の保存を実施。災害対策として、必要に応じて、バックアップデータの遠隔地保管や、可用性の高いクラウドサービスの利用を進めている。
· 技術的安全管理措置：情報インフラの安全対策実施、その安全性レベルの確認、およびアクセス状況の記録を実施。
＜監査等について＞
監査部門による業務監査でサイバーセキュリティをテーマとしている。またプライバシーマークを取得しているため、個人情報の管理状況については自社による内部監査を実施し、隔年で外部審査を受けている。2023年度よりGLASIAOUSサービスに関するISMS認証取得に伴う内部監査を実施している。
※2023年度実施したISMS内部監査の監査計画書を添付
※「①各協力会社の要員リストを誤って外部に送信。再発防止策としてAZURE RMSを導入して、MS-Officeのファイルを当社ドメインユーザーしか開けないように設定した。➁元従業員Aの給与明細等を元従業員Bに誤送付した。再発防止策としてメール暗号化ソリューションを導入して漏えいを防止した。上記について、プライバシーマーク審査機関のJISAからはそれぞれ注意措置を受けた。」
※情報処理安全確保支援士：4名が在籍



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１７（第４２条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定更新申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定更新後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

